
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年では、地震、台風、洪水などの自然災害や新型コロナウイル

ス感染症が、製造業をはじめ企業の経営に多大な影響を与えてい

ます。そこで、企業の「もしも」に備えるために、昨年策定され

た国の「事業継続力強化計画認定制度」、実際に事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）を策定した企業の作成手法や作成内容の「事例」、「感染症

リスクへの対策」についてご説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆申込方法◆ 下記申込書に必要事項をご記入の上、ＦＡＸにてお申込みください。 

------------------------------------------------------------------------------------------------- 

事業継続計画(ＢＣＰ)策定支援セミナー申込票 FAX083-222-4094（担当：阪本 行） 

事業所名  ＴＥＬ  

所 在 地  ＦＡＸ  

受講者名    

業  種 
〇をお付け下さい 

製造 ・ 建設 ・ 卸売 ・ 小売 ・ 飲食 ・ サービス ・ その他（      ） 

※ご提供いただきました個人情報は、下関商工会議所からの各種情報提供及び講座運営の目的だけに使用致します。 

  

事業継続計画(ＢＣＰ)策定支援セミナー 

｢もしも」に備えて会社を守る 
 

主催：下関商工会議所工業部会 

令和２年１２月７日（月） 

１４：００～１６：００ 

シーモールパレス 

（下関市竹崎町 4－4－8） 

こんな方におすすめです！ 

災害に備えた会社を作りたい！ 

事業継続計画（BCP）について知りたい！ 

事業継続計画（BCP） をつくりたい！ ほか 

①事業継続力強化計画認定制度の概要 

中国経済産業局 産業部 中小企業課 
 

②事例発表「ＢＣＰ・事業継続力強化計画の策定」 

旭洋造船株式会社 取締役副社長 原田典彦 氏 
 

③感染症リスクに備えたＢＣＰの取り組み 

MS&AD ｲﾝﾀｰﾘｽｸ総研株式会社 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 内山和佳奈 氏 

参加 

無料 

計画書 

（抜粋版）の 

資料付き‼ 

詳しくは 

裏面へ‼ 



①事業継続力強化計画認定制度の概要 
中国経済産業局 産業部 中小企業課 

1．認定申請書の様式 

2．制度活用の流れ 

3．計画策定の手順・記載方法 

4．利用可能な支援措置 

本認定制度は、自然災害等による事業活動への影響を軽減す

ることを目指し、事業活動の継続に向けた取組を計画するも

のとして令和元年度に施行されました。本計画を作成、申請

し、認定された事業者は当該計画実施に資する助成制度（税

制や金融の支援等）を受けることができます。 

②事例発表「ＢＣＰ・事業継続力強化計画の策定」 
旭洋造船株式会社 取締役副社長 原田典彦 氏 

1．ＢＣＰ・事業継続力強化計画の 

作成方法・社内体制・課題 

2．作成による自社のメリット 

3．今後の運用方法 

昭和 17 年 10 月 10 日に創業し、コンテナ船・貨物船などの

各種商船の建造を行っている市内でも有数の造船会社です。 

自社でＢＣＰを策定し、事業継続力強化計画の認定も受けた

体験談をもとに、実際にどう作成したのか？作成の際の課題

など生の声に加え、計画書の中身までご説明します。 

③感染症リスクに備えたＢＣＰの取り組み 
MS&AD ｲﾝﾀｰﾘｽｸ総研株式会社 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 内山和佳奈  氏 

1．感染症ＢＣＰ策定のポイント 

2．新型コロナウイルス感染症における 

企業の対応事例 

（上記内容は一部変更になることもあります。） 

国内外で猛威を振るっている「新型コロナウイルス感染症」

をはじめ「インフルエンザ」などの感染症は、企業活動にお

いて多大な影響を与えます。たった１人の感染で、事業の縮

小や停止、取引先への営業自粛とならないためにも、しっか

りとした感染症対策のＢＣＰも必要です。 

 

事業継続計画（ＢＣＰ）とは・・・ 

 企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資

産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とす

るために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを

取り決めておく計画のことです。 

 緊急時に倒産や事業縮小を余儀なくされないためには、平常時からＢＣＰを周到に

準備しておき、緊急時に事業の継続・早期復旧を図ることが重要となります。 

 

事業継続力強化計画認定制度のメリット・・・ 

○税制優遇 … 認定計画に従って取得した一定の設備等について、取得価額の２０％

の特別償却を受けることができます。 

○金融支援 … 日本政策金融公庫の低利融資、信用保証の別枠など、計画の取組に関

する資金調達について支援を受けることができます。 

○予算支援 … 計画認定を受けた事業者は、ものづくり補助金等の一部の補助金にお

いて審査の際に、加点を受けられます。 

 

 

 

＜お問合せ・お申込み先＞ 

下関商工会議所 経営支援部 （阪本・来島） 

ＴＥＬ：０８３－２２２－３３３３ 


